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 旧法人税法第 61条の 11第 1項第 6号ロ           の 開 始 
                    に規定する連結納税     に伴う時価評価資産に関する届出書を
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「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」の記載要領 
 

１ この届出書は、平成 18 年改正前の法人税法（以下「旧法」といいます。）第 61 条の 11（連結納税の開始に伴う
資産の時価評価損益）又は旧法第 61 条の 12（連結納税への加入に伴う資産の時価評価損益）の規定により、時価
評価を要しない法人に該当し要件を満たすものとして、同要件に掲げる連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関
する届出を行う場合に使用してください。 

区 分 法  人（概 要） 要   件（概 要） 
(1)連結
納税の 
開始に 
伴い届 
出を行 
う場合

（旧法 61 
の 11 
①六） 

株式交換に係る完全子 
会社及び当該完全子会 
社が最初連結親法人事 
業年度開始の日の５年 
前の日（※）又は設立 
の日から株式交換の日 
まで発行済株式等を 
100％継続保有して 
いる法人 

株式交換の日から当該開始の日まで発行済株式等を 100％継続 
保有しており、かつ、以下の要件をすべて満たしていること 
イ 連結納税の開始直前事業年度終了の時に時価評価資産につ 

き利益・損失の計上を行うことが見込まれていないこと 
ロ 「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」 

を提出していること 
ハ 連結納税の開始直前事業年度終了の時に当該完全子会社等 

の株式等を継続保有することが見込まれていること 
ニ 連結親法人となる法人が法人税を免れる目的で完全支配関 

係としたものでないこと 

(2)連結
納税へ 
の加入 
に伴い 
届出を 
行う場 
合(旧法 
61 の 12 
①四） 

株式交換に係る完全子 
会社及び当該完全子会 
社が株式交換の日の５ 
年前の日（※）又は設 
立の日から株式交換の 
日まで発行済株式等 
を 100％継続保有し 
ている法人 

以下の要件をすべて満たしていること 
イ 株式交換の時に時価評価資産につき利益・損失の計上を行 

うことが見込まれていないこと 
ロ 「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」 

を提出していること 
ハ 株式交換の時に当該完全子会社等の株式等を継続保有する 

ことが見込まれていること 
ニ 連結親法人が法人税を免れる目的で完全支配関係としたも 

のでないこと 

（注） （※）は、平成 18 年 12 月 31 日前に終了する連結開始直前事業年度又は連結加入直前事業年度については、
「最初連結親法人事業年度開始の日の５年前の日」又は「株式交換の日の５年前の日」を(平成 14 年１月１日)
と読み替えて時価評価の要否を判定します（法人税法等の一部を改正する法律（平成 14 年法律第 79 号）附則
（以下「附則」といいます。）第９条第３項、第 10 条第３項）。 

   (1) 連結納税の開始に伴い届出を行う場合 
◇提 出 法 人 ：連結子法人となる法人      
◇提 出 期 限 ：開始直前事業年度に係る確定申告書の提出期限 
◇提 出 先 ：連結子法人となる法人の納税地の所轄税務署長 
◇提 出 部 数 ：1通（提出法人が調査課所管の場合には、２通）            

   (2) 連結納税への加入に伴い届出を行う場合     
◇提 出 法 人 ：① 連結子法人となる法人                         

② 株式交換の日の前日の属する連結事業年度の連結親法人 
（注） ②は、連結子法人となる法人が株式交換の日の前日の属する事業年度において連結納税を適用して

いる場合の提出法人です。   
◇提 出 期 限 ：株式交換の日の前日の属する事業年度に係る確定申告書の提出期限    
◇提 出 先 ：① 連結子法人となる法人の納税地の所轄税務署長 

② 株式交換の日の前日の属する連結事業年度の連結親法人の納税地の所轄税務署長 
◇提 出 部 数 ：１通（提出法人が調査課所管の場合には、２通）  

２ 各欄の記載要領 
 (1) 「提出法人」欄の各欄は、提出法人が該当する□にレ印を付すとともに、提出法人の法人名等を記載してく

ださい。 
(2) 標題は、いずれか一方の不要文字を抹消してください。 
(3) 「連結親法人となる法人又は連結親法人」欄の各欄は、連結親法人となる法人又は連結親法人について記載

してください。   
(4) 「加入する連結子法人」欄の各欄は、加入する連結子法人について記載してください。 

（注） 当該各欄は、加入する連結子法人が株式交換の日の前日の属する事業年度において連結子法人として連
結納税を適用している場合に記載してください。 

(5) 「申請書を提出した日及び税務署」欄は、この届出書が連結納税の開始に伴う届出の場合に「連結納税の承
認の申請書」の提出年月日及び提出先税務署名を記載してください。 

(6) 「最初連結親法人事業年度」欄は、連結親法人となる法人の最初連結親法人事業年度を記載してください。 
(7) 「申請した旨の書類を提出した日及び税務署」欄は、この届出書が連結納税の開始に伴う届出の場合に「連

結納税の承認の申請書を提出した旨の届出書」の提出年月日及び提出先税務署名を記載してください。 
(8) 「加入の書類を提出した日及び税務署」欄は、連結納税への加入に伴い「完全支配関係を有することとなっ

た旨等を記載した書類」の提出年月日及び提出先税務署名を記載してください。  
(9) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 
(10) 「※」欄は、記載しないでください。 

３ 留意事項 
○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法
律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は
氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 


